
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町内で製造業を営む中小企業者のデジタル技術の活用、新製品・新技術の開発、

その他経営基盤及び競争力強化のための取り組みを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請受付期間  

第１次 令和５年５月１日（月）から令和５年７月７日（金） 

第２次 令和５年９月2５日（月）から令和５年10月 2７日（金） 
※予算が上限に達した場合は、第２次募集は行いません。 

補助対象 令和５年４月１日から令和６年３月３１日までに契約から支払いまで完了する費用 

瑞穂町ものづくり・ＤＸ等 

 

推進事業補助金 
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瑞穂町に新たなイノベーションを創出する６つの事業 



事業の紹介 

 

１．新製品・新技術開発着手支援事業          
▶概要  

新製品・新技術開発に伴う材料選定、市場調査など開発の技術的課題の検討に係る費用の一部を補助し

ます。 

▶対象経費 

研究開発事業費（材料・副資材費、外注加工費、市場調査等委託費） 

 

 

▶補助率・補助限度額 ２/３ １０万円 

 
２．新製品・新技術開発支援事業（単独・連携体※２以上の中小企業、大学等） 
▶概要                              

新製品・新技術開発に伴う試作開発及び試験評価に係る費用の一部を補助します。 

▶対象経費 

謝金（専門家謝金等）、事務費（資料購入費、印刷製本費） 

研究開発事業費（材料・副資材費、機械装置リース料又は賃借料（汎用機械、パーソナルコンピュータ

ー等を除く。）、工具機械リース料又は賃借料、外注加工費、外注デザイン開発費、市場調査等委託費、

工業所有権導入費、直接人件費（時給は 2,000 円、補助額は 100 万円を上限とする。）、試作品性能試験

料） 

 

 

▶補助率・補助限度額 ２/３以内 【単独】１００万円 【連携】１５０万円 

 
３．DX推進事業（A．着手事業 B．導入事業 C．ＩＴツール事業）    

▶概要 

デジタル技術の導入・活用に必要な費用の一部を補助します。 

▶対象経費 

A．謝金、委託費 

（デジタル技術を活用した経営戦略の設計やデジタル技術導入に伴うコンサルティングに係る経費） 

B．謝金、委託費、購入費、運搬費 

（デジタル技術を活用した生産及び業務プロセスの改善・見直し及び技術承継の課題解決に係る経費） 

C．委託費、購入費 

（ＩＴツールの導入による業務の効率化、働き方改革、生産性向上、非接触型への転換等への取組に係る経費） 

▶補助率・補助限度額 Ａ．２/３ ２０万円 Ｂ．２/３以内 １５０万円 Ｃ．２/３ ５万円 

事前検証 試作開発 試験評価
生産

量産
販売 左フロー図の黄色の部分が 

本支援メニューの対象です。 

製品企画 技術検討 研究開発
生産

量産
販売

左フロー図の黄色の部分が 

本支援メニューの対象です。 



４．産業財産権取得支援事業               
▶概要  

特許、実用新案、意匠、商標等の登録出願及び国際認証や海外進出に伴う国外の規格への出願等に係る

経費の一部を補助します。 

▶対象経費 

謝金（産業財産の取得に伴う弁理士等に支払う費用及び認証取得に伴うコンサルタント費用等） 

事務費（資料購入費、印刷製本費、出願料、審査請求費等の審査登録機関に支払う審査登録料等） 

委託費（調査委託費、申請等委託費、邦訳委託費等） 

▶補助率・補助限度額 １/２ １０万円 

 
５．販路開拓支援事業                  
▶概要  

オンラインを含めた見本市出展に係る経費（出展料、出展のために作成するパンフレット、ポスター等

の作成）や製品紹介や企業のＰＲ動画作成、ホームページ及びＥＣサイト（電子商取引）等の新規作成

に係る費用の一部を補助します。 

▶対象経費 

事務費（会場借上費、資料購入費、印刷製本費、機器借上料） 

委託費（見本市参加小間料、出品物輸送費（通関料含む。）、調査委託費、コンテンツ作成委託料、動画

作成委託料等） 

参加費（出展料、参加料、登録料等） 

▶補助率・補助限度額 １/２ １０万円 

 
６．人材育成支援事業                  
▶概要  

従業員等に対する講習会・研修の開催又は受講、資格取得などの費用の一部を補助します。 

▶対象経費 

謝金（専門家謝金等）、需用費（資材購入費、印刷製本費） 

委託費（調査委託費等）、使用料・賃借料（会場借上費、機器借上費） 

福利厚生費（業務上必要な試験受講料） 

▶補助率・補助限度額 １/２ １０万円 

 

※当補助金の内容や、対象経費の詳細についてご不明の点は、裏面の問い合

わせ先までお気軽にご連絡ください。 

 

 

  



提出書類チェックリスト 
※詳細については、瑞穂町ものづくり・ＤＸ等推進事業補助金交付要綱をご確認ください。 

□ 瑞穂町ものづくり・ＤＸ等推進事業補助金交付申請書 

□ 事業計画書 

□ 事業費積算明細書 

□ 登記事項証明書（法人）・住民票の抄本（個人） 

□ 町税納入状況確認同意書 

□ 直近１年の財務諸表 ※支援メニュー２及び、３のＢにのみ必要です。 

 

その他、審査の過程で必要に応じて追加で資料を請求する場合があります。 

 

補助金の交付対象（申請前に必ずご確認ください。） 

（１）中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者又は個人事業主であること。 

（２）２年以上継続して事業を営んでいること。 

（３）町税に滞納がないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団若しくはその利益となる活動を行う団体又は同条第６号に規定

する暴力団員でないこと。 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は金融・貸金業等、公的な補助対象として

社会通念上適切ではないと町が判断する業種を営む者でないこと。 

（６）町、国、都その他の公的な機関により、申請する事業に対し別の補助等を既に受け、

又は今後受けないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

書類の提出先・お問い合わせ 

瑞穂町役場 協働推進部 産業経済課 商工係 

TEL 042-557-7633 


